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総合資源エネルギー調査会 

省エネルギー・新エネルギー分科会新エネルギー小委員会／ 

電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会 

系統ワーキンググループ（第２６回） 

 

日時 令和２年７月16日（木）10：00～11：40 

場所 オンライン会議 

議題 系統連系に関する各地域の個別課題について 

 

資料 

【資料１】 再生可能エネルギー出力制御の高度化に向けた対応について［事務局］ 

【資料２】 九州本土における再エネ出力制御状況について［九州電力送配電］ 

【資料３】 九州本土の再生可能エネルギー発電設備の出力抑制における公平性の検証結 

果［電力広域的運営推進機関］ 

【資料４】 北海道３エリア電源接続案件募集プロセス増強工事検討結果ほかについて 

［北海道電力ネットワーク］ 

【資料５】 基幹系統の設備形成の在り方について［事務局］ 

(参考資料１) 再生可能エネルギーの接続可能量の算定結果について［東京電力パワーグ 

リッド］ 

(参考資料２) 再生可能エネルギーの接続可能量の算定結果について［中部電力パワーグ 

リッド］ 

(参考資料３) 再生可能エネルギーの接続可能量の算定結果について［関西電力送配電］ 

 

 

1. 開会 

 

○小川電力基盤整備課長 

 おはようございます。 

 資源エネルギー庁の電力基盤整備課長の小川と申します。 

 それでは、定刻になりましたので、ただいまより総合資源エネルギー調査会、新エネル

ギー小委員会／電力・ガス基本政策小委員会の下の第26回系統ワーキンググループを開催

いたします。 

 本日は御多忙のところ御出席いただき、誠にありがとうございます。 

 本日のワーキンググループは新型コロナウイルス感染症感染防止の観点からオンライン

での開催としております。 

 委員の先生方におかれましてはビデオをオンの状態で御審議いただきますようお願いい
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たします。また、既にしていただいていますけれども、御発言のとき以外はマイクをミュ

ートの状態にしていただきますよう重ねてお願いいたします。御発言を御希望の際にはミ

ュートを解除の上、御自身の手を挙げて声をかけていただき、あるいはメッセージ等でお

知らせいただき、座長からの御指名を待って御発言いただければと思っております。 

 本日は委員全員に御出席いただいております。また、オブザーバーとして、関係業界、

電力会社からも御参加いただいております。また、御説明としまして九州電力送配電、電

力広域的運営推進機関、北海道電力ネットワークからも御参加いただいております。 

 では、以降の議事進行につきましては荻本座長にお願いします。よろしくお願いいたし

ます。 

 

2．議事 

 

○荻本座長 

 荻本でございます。今日はよろしくお願いします。 

 本日の議事に入ります。 

 

【資料１】再生可能エネルギー出力制御の高度化に向けた対応について［事務局］ 

 まず、事務局から資料１に基づき御説明をお願いいたします。 

○小川電力基盤整備課長 

 それでは、お手元の資料１に沿って、再生可能エネルギー出力制御の高度化に向けた対

応についてということで御説明申し上げます。 

 最初に、３つ御説明する内容があります。オンライン代理制御、続いて軽負荷期の需要

創出、そして最後に指定電気事業者制度の見直しになります。 

 続きまして３ページ御覧ください。本日御議論いただきたい事項としまして、昨年12月

の系統ワーキンググループにおきまして御審議いただいたところの続きとなります。オン

ライン代理制御により出力制御が行われた再エネ発電事業者への補塡の関係で、具体的な

制度論について本日御議論いただければと思います。特に代理制御時のオンライン発電設

備の逸失電力量、あるいはオフラインの発電設備の出力制御量の算定などを本日御議論い

ただければと思っております。 

 具体的な課題につきましては、少しページが飛びますが７ページを御覧いただければと

思います。ＦＩＴ制度の下でのオンライン代理制御の制度構築に当たってということで、

このスライドの中に課題、大きく分けて３つお示ししております。 

 まず課題１としまして、下の図の真ん中やや上に送配電事業者から左に赤い印が伸びて

おりますけれども、代理制御をした際のオンライン発電設備の逸失電力量の算定方法、こ

れが１つ目であります。 

 大きな課題２つ目が、続きましてその矢印下になりますと、今度青い矢印が、左のオフ
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ライン事業者というところから右に青い矢印が伸びております。こちらについては本来制

御対象でありますけれども、上のオンラインの事業者が代わりに制御されていますので実

際には発電している、その発電電気の取扱いというのが課題の２になります。 

 ３つ目の課題が、今度右に移りますけれども、小売事業者あるいは送配電事業者、真ん

中の四角から右に伸びている代理制御時の発電電気の売買ということで大きく分けて３つ

になります。 

 一番大きな課題の１つ目ですけれども、次のスライドを御覧ください。特に算定方法を

どうするかというところで、やや字が細かくて恐縮ですけれども、左のところに課題１と

いうところで記してあります。実際の発電量ベースに算定することが望ましいということ

ではあるのですけれども、一方ということで左下に記してありますが、スマートメーター

が全部設置されているわけではない、発電量を正確に算定するためのスマートメーターが

まだ全部行きわたっていないという中で、どのような算定方法があるかということになり

ます。 

 対応の方向性につきましては、幾つか黒丸で分かれております。２つ目のポツにありま

すけれども、今申し上げたスマートメーター設置には一定期間を要するといったことも踏

まえて、３つ目に方向性を記しております。「上記を踏まえ」という３つ目のポツになり

ます。スマートメーターが全て設置に至るまでの間は、当面はというところで、オンライ

ン発電設備の逸失電力量やオフライン発電設備の出力制御を算定するスキームで運用する

こととしてはどうかということで、その算定方法については後ほど御説明いたします。 

 また、これらの導入の時期につきましては、その次「また」以下にありますけれども、

周知期間、それから契約上の実務、システム改修などを考慮して2022年の早期を目指すこ

ととしてはどうかとしているところであります。 

 続きまして、その具体的なみなしの算定案のイメージということで、９ページを御覧い

ただければと思っております。実際の実績値がない中でのどのように算定するかというこ

とでありまして、大きく分けますとオンラインとオフライン、全体の制御量は実績で出て

きますので、それをどのように割っていくかということになります。下にまず円グラフが

あるところで、実績値というところでいいますと左、まず設備容量がオンライン、オフラ

インで分かれております。現状オンラインが４割というところ、これは九州の実績値にな

ります。またオフラインが６割で、オンラインが着実に増加しているところではあります

けれども、まだ半分に満たないところです。 

 もう一つ実績値としましては、もう一つの円グラフ、年間発電量と制御量ということで

黄土色の円グラフがありますけれども、これで実績値としまして３億キロワット・アワー

弱があります。これらを基にまずはオンラインのほうの制御率、設備容量で掛けて右のほ

うですけれども⑧で出てきております。 

 オフラインのほうの算定がやや複雑なのですけれども、単純に設備容量分にここでいい

ますと、全体で３％弱のうち、オンラインが４割ということで1.2％弱、オフラインが
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1.7％というのは設備容量ベースになるんですけれども、オフラインほうが手動でやる分、

実際には制御が大きくなる。そこのイメージは２つの円グラフの間にありますけれども、

青と赤を比べますと赤のほうが大きくなるということを踏まえまして、オフラインのほう

は実際の設備容量按分に、実績に基づいた掛け目を掛けた結果、イメージとしましてはオ

ンラインが１％強、オフラインは４％程度ということで算定してはどうかというものにな

ります。 

 その結果としての調整金のイメージは次の10ページになります。細かな計算式は省略い

たしますけれども、オンラインの事業者については実際の売電収入に加えて調整金、代わ

りに制御した発電をしなかった分ということでプラスの、ここの例でいいますと４万円程

度がプラスになるということ。一方オフライン、下のほうになりますけれども、こちらは

本来制御対象であったけれども、そこの部分がないということで、そこでの差し引く分が

この例でいいますと13万円程度という形になります。トータルとして見ますと、オフライ

ンのほうが実際には発電していますけれども、支払いのほうはこれで減るというのが全体

的なイメージになります。 

 続きまして、残る課題２、課題３については次の11スライドにまとめております。 

 課題２、代理制御時の発電電気の取扱いと発電計画の策定というところにつきましては、

こちらについてはＦＩＴ電気と同様に発電電気事業者による発電計画策定を免除すること

としてはどうかというのが、右の対応の方向性３つ目のポツに記しているところでありま

す。 

 また、課題３につきましては代理制御時の発電電気の売買ということで、この売電単価

の取扱い、右の対応の方向性に示しております。本来的には買取り義務者に残るものでは

ないということは前提としつつ、現時点においてはその電気量をあらかじめ特定すること

ができないということ。また実際に売電の対価としましては、こういった出力制御が行わ

れる時間帯においては対価も市場の価格も非常に低いということも踏まえまして、引き続

き適切な取扱いは検討するということでもって、調整金の算定に当たっては考慮しないこ

ととしてはどうかというふうにしております。 

 以上が１つ目の大きなまとまり、オンライン代理制御に関する御説明になります。 

 続きまして、ページ16を御覧いただければと思います。再エネ出力制御の高度化に向け

た対応ということでありまして、この上げＤＲにつきましては昨年12月も御議論いただき

まして、その中では様々な手法も非化石環境価値の扱いも含めて御意見いただいたところ

でありますけれども、本日はそうした中で幾つか制度的なところについての方向性をお示

しております。 

 ここでまたページが少し飛びますけれども、22ページを御覧いただければと思います。

上げＤＲといってもいろいろな形、例えば調整力のような形で当日実施するものも考えら

れるところでありますけれども、ここでお示ししているのは前日のスポット市場入札の前

に上げＤＲを実施するかどうかを決定するという、かなり時間的な余裕を持った、事前に
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行う上げＤＲを想定しております。その際に制度的に一部課題となり得るものとして、昨

年12月も御議論ありました託送料金制度に関する課題を24ページにお示ししております。 

 24ページを御覧いただければと思います。上げＤＲを円滑化するための託送料金制度の

見直しということで、上げＤＲということで２つ目のポツに記しておりますけれども例え

ばというところで、自家発を保有する需要家が自らの自家発の出力を下げた結果、需要が

増える、まさに上げＤＲ、需要が増えている場合には、その月の需要が増えるのももちろ

んですが、需要量というよりはアワーというよりはキロワットのところですね、基本料金

が高くなる。しかもそれがその後しばらく続くという、現行の契約に付随する課題があり

ますので、３つ目にありますけれども、上げＤＲを実施時の基本料金に係る取扱いを見直

してはどうかということであります。 

 具体的な対応方針、26ページにお示ししております。今申し上げたような課題がある中

で、上げＤＲ、例えば出力制御の可能性を発表した対象日時に限って需要が増えたところ

を、この自家発補給契約の対象とするといったような形、いろいろな形が考えられますけ

れども、上げＤＲの実施に伴う需要増のところは基本料金の増加ということに反映させな

いこととしてはどうかということで、こういった料金制度については今後、電力・ガス基

本政策小委員会において検討することとしてはどうかとお示ししているところであります。 

 上げＤＲにつきましては、もちろんこれにとどまらず、託送のみならずそもそもの市場

価格を反映するための仕組みというのが必要という御議論は前回もいただいたところであ

りまして、それらについては本日お示しできておりませんけれども、また今後検討の上、

この場でも御議論いただければと思っております。 

 以上が２つ目の上げＤＲ関係になります。 

 最後３つ目、指定電気事業者制度の見直しにつきましては31ページに飛んでいただけれ

ばと思います。既に再エネ大量導入小委員会の中間整理でも提起がなされている課題であ

りますところの指定電気事業者制度、今後の見直しの方向性について御議論いただければ

と考えております。 

 現行の制度、現状ということでは34ページに参考ということで一覧が載っております。

上が太陽光、下が風力となっております。この表のうち、30日等出力制御枠というのが１

つ目の枠にありますけれども、横にずらっと見ていただきますと、東京、中部、関西とい

わゆる中三社と呼ばれるところがバーになっております。一方で、その他につきましては

既に制御枠というのが定まっている、ここが指定電気事業者制度に基づくところの枠の設

定になっております。 

 この背景としましては、従来東京、中部、関西では再エネがそこまで入ってきていない

ということがありましたけれども、既にこれらの地域においても接続の希望も多く出てき

ているところでありまして、今回制度全体の在り方を考える時期でないかということであ

ります。 

 その中三社、従来枠を設定していなかった東京、中部、関西について算定した結果とい
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うのが少しページ飛びますけれども、40ページになりますので御覧いただければと思いま

す。いわゆる接続可能量というものをこれら中三社についても算定を行ってみたというの

が40ページになります。 

 それぞれ東京、中部、関西、左から並んでおりまして、バーが太陽光、風力と分かれて

おりますけれども、例えば東京、一番左の例で見ますと、ケース１、２、３いろいろあり

ますけれども、接続量あるいは申込み量といったところが既に接続可能量、算定したとこ

ろの可能量を上回ってきているというのが見て取れるかと思います。東京、中部に比べま

すと、関西、一番右はまだ少し余裕があるかなというところですけれども、既に一部、東

京、中部でケースによってはこういった形で既に接続量、契約申込み量が上回っていると

いうような状況を踏まえての見直しの方向性が次の41ページになります。 

 既に中三社とその他との差もなくなりつつある中でというのが一つ。それから指定電気

事業者制度に伴ってですけれども、発電事業者に適用されるルールというのが異なってく

るものがあるという中で、今後のことを考えると、今ある指定電気事業者制度というのを

やめて、一番下のポツになりますけれども、早期に無制限無補償ルールを適用することで

将来連系する事業者の負担軽減につながる。接続の時期によって適用されるルールが異な

ってくるというのをそろえていきたいということでありまして、まさに事業者間、それか

ら電源間の公平性を確保する観点から、できる限り早くこういった指定電気事業者制度を

廃止して、全エリアについて無制限無補償ルールを適用することとしてはどうかというの

が今回の御提案になります。 

 事務局からの御説明は以上です。 

○荻本座長 

 どうもありがとうございました。 

 続きまして、九州電力送配電から資料２の説明をお願いします。 

 

【資料２】 九州本土における再エネ出力制御状況について［九州電力送配電］ 

○九州電力送配電・井筒系統技術本部（系統運用）部長 

 九州電力送配電の井筒と申します。よろしくお願いします。資料２に基づきまして九州

本土における再エネ出力制御状況について御説明いたします。 

 ２ページを御覧ください。概要でございます。九州本土におきましては、一昨年に初め

て再エネ出力制御を実施しまして、これまで2018年度に26回、2019年度に74回、計100回

の再エネ出力制御を実施しております。ちなみに今年度につきましては40回の出力制御を

実施しております。これまでに第23回系統ワーキンググループにおきまして、再エネ出力

制御量の低減に向けた出力制御の運用方法見直しについて御審議いただきまして、昨年10

月からでございますが運用方法の見直しを行っております。本日はその効果と今後の出力

制御量低減に向けた取組状況について御報告いたします。 

 ３ページを御覧ください。2019年度の再エネ出力制御実績について御説明いたします。
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下表に示しておりますように、2019年度は電力需要が減少する春、秋を中心に出力制御を

74回実施しております。太陽光の接続量が増加しておりますことから、２月、３月には最

大制御量が289万キロワット、制御前の太陽光最大出力は３月には800万キロワットに到達

しております。また４月、５月でございますが、オフラインとオンラインの制御回数を同

等にするように制御しておりました。10月以降は赤枠で記しておりますけれども、出力制

御量の低減を図るために、前日指令を実施する出力制御量は平均誤差相当を基に算出して、

オフライン制御を優先して割り当てる方法に見直しております。 

 この結果でございますけれども、年間通しまして１事業者当たりの制御回数はオフライ

ンが23から24回、オンライン制御が15から16回となり、オフライン、オンラインそれぞれ

におきまして制御回数は同程度となっております。 

 注釈の２に記しておりますけれども、2019年度の再エネ出力制御につきましては再エネ

の逸失電力量は４％ということになりました。 

 ４ページを御覧ください。運用見直しにおきます出力制御量低減効果についてお示しし

ております。2019年10月以降の出力制御実績に対しましてシミュレーションを行った結果、

下表に示しておりますとおり、仮に従来運用を行った場合で試算した最大制御量の平均値

111万キロワットに対しまして、運用見直し後は90万キロワットとなりまして、約２割出

力制御量の低減を図ることができました。 

 資料の最後にデータを添付しておりますが、前日指令に対して太陽光出力が下振れし、

出力制御が必要でなくなったという回数は24回に達しております。 

 また、１事業者当たりの制御回数はオフライン、オンライン共に低減できておりまして、

特にオンラインは14.3回から7.1回と５割程度低減できておりまして、一定程度運用見直

しの効果が得られたものと考えております。 

 続きまして、７スライドを御覧ください。ここからは今後、さらなる再エネ出力制御量

低減に向けた取組といたしまして、確率論的手法を活用した運用の検討を行っております。 

 先ほど説明いたしましたけれども、現在前日の出力制御量の算定におきましては過去３

か年実績の上振れが発生したケースにおける平均誤差を用いて算定しております。この平

均誤差はあくまで実績でございますので、需給日の天候などの気象特性が考慮されており

ません。そのために出力制御当日に平均誤差よりも太陽光が下振れする場合、そういった

場合にはオフライン制御が解除できませんので、言わば制御量が過剰となるケースもござ

います。 

 したがいまして、気象特性に応じたより実需給に近い誤差量を適用しますと、さらに出

力制御量を低減できる可能性がございます。具体的に下に図を示しておりますけれども、

台風の予報円の予測などに活用されております確率論的に算定するアンサンブル予報デー

タの活用ができないかということをこれまで検討してまいりました。 

 ８ページを御覧ください。予測手法の概要を示しております。下の図を御覧いただきま

して、これまでは赤線の最も確からしい日射予測値に対しまして、緑線で示しております
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けれども、日射実績から算定した平均誤差を出力制御量算定に適用しておりました。今回、

日本気象協会が算定しております需給日の気象条件に雲の配置ですとか厚さ、風向きなど

に僅かなばらつきを考慮した50ケースの日射量予測結果を活用することにいたしました。 

 下の図でいきますと、この図の薄い線が日射量予測結果でございます。イメージ図は50

ケースのうちに半分50％の点が収まる幅を記しておりますけれども、この幅の上限値と予

測値の差を織り込み誤差量といたします。これをアンサンブル50％誤差と呼ばせていただ

きたいと思っております。このイメージ図では、織り込み誤差量が平均誤差よりも小さく

なるように示しておりますけれども、気象条件によりましては平均誤差量を超えることも

ございます。その場合はこれまでの運用と同じなのですけれども、当日にオンライン制御

等で対応することで当日の制御量が不足する事態にはならないものと考えております。 

 ９スライドを御覧ください。前日のオフライン出力制御量算定に用いる上振れの織り込

み誤差量としてアンサンブル50％誤差を用いて試算を行いました。下表に示しております

けれども、2019年度下期の出力制御実績における出力制御量低減効果のシミュレーション

を実施した結果、織り込み誤差量は現行平均誤差の47万キロワットに対しまして37万キロ

ワットとなり、出力制御量も約７％低減できるということを確認しております。 

 ここに記載しておりませんが、オフラインに引き当てる織り込み誤差量が少なくなって

おりますので、その分オンライン制御量が増加することになるのですが、オフラインより

も低減回数が少ないことから公平性を確保できるということを確認しております。 

 以上から、オフライン制御量低減による制御量全体のさらなる低減に向けた取組として、

今年の秋から試験的ではございますけれども、確率論的手法を活用した誤差量を適用する

運用に見直すことを考えております。 

 米印にありますけれども、まずはアンサンブル50％誤差で運用開始したいと考えており

ますけれども、先ほども説明しましたとおり、気象条件によりましては平均誤差を超える

場合もあること、またこの50％誤差が必ずしもベストとは考えておりませんで、さらなる

引き下げることも可能性がございます。したがいまして、国及び気象の専門家を含む気象

精度向上に係る検討、これらと共有しつつ今後の運用実態を踏まえながら最適な運用を引

き続き検討したいと考えております。 

 理想的にはオンライン化を拡大していけば、当日の実績を見ながらオンライン制御で対

応できますので、そのような誤差を織り込む必要もなくなるということで、引き続きオン

ライン化の拡大にも取り組んでまいりたいと考えております。 

 最後10ページを御覧ください。今、説明した運用方法のイメージでございます。注釈で

すけれども、現在当社はオンライン制御量を設備量換算で240万キロワット程度保有して

おります。最大誤差と今回適用したアンサンブルの誤差がオンライン制御量240万キロワ

ットを超える場合は制御量が不足する可能性がございます。仮に制御量が不足する可能性

がある場合には、オフライン制御量を織り込み誤差以上に配分することで制御量不足を補

う運用を行いたいと考えております。 
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 説明は以上でございます。 

○荻本座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、続きまして電力広域的運営推進機関から資料３の説明をお願いいたします。 

 

【資料３】 九州本土の再生可能エネルギー発電設備の出力抑制における公平性の検証結 

果［電力広域的運営推進機関］ 

○都築オブザーバー 

 おはようございます。広域機関の都築でございます。 

 それでは、資料３に基づきまして御説明を申し上げたいと思います。 

 では、説明します。出力制御公平性の確保に係る指針に基づきまして、私ども広域機関

として一般送配電事業者が行った出力制御について確認及び検証を行うということになっ

ております。これに基づき対応したものでございます。 

 スライドの３を御覧になっていただければと思いますが、スライド３にあるように、九

州本土における昨年４月から本年３月までの間で延べ74日の出力制御の実施について検証

結果を先月公表いたしましたので、その概要をかいつまんで御説明をしたいと思います。 

 スライド４を御覧ください。昨年１年間の74件の発生内訳をこのページの下のところに

ございますように表にしてございます。 

 スライド５及びスライド６につきまして、検証の視点について記しております。１点目

として出力制御があらかじめ定められた手続に沿って行われたか。２点目、同一ルール内

での事業者間の公平性が認められるか。３点目、旧ルール、新ルール、指定ルールごとの

公平性、また昨年10月以降につきましてはオンラインとオフラインの事業者間の公平性が

認められるかと。そういった観点から行っております。 

 スライド７から９につきまして、あらかじめ定められた手続というところについて記載

をさせていただいております。説明は省略をいたします。 

 スライド10でございますが、公平性の検証は先ほどもちょっと手法のところで申し上げ

ましたように、上期と下期で一部異なる点があるということについて記させていただいて

おります。 

 スライド11でございます。スライド11が上期についての検証。 

 それからスライド12及び13につきましては、下期についてそれぞれ評価を加えておりま

す。下期につきましてはオンラインとオフラインで分けて実績を見ているところでござい

ます。 

 スライド14にまいりたいと思います。１年間を通じた総括について記しております。ス

ライド14はまずオンラインのところについてでございます。年度途中で系統に連系した設

備を除きまして15日から16日というふうになっておりまして、差については１日以内であ

るということ。それから年度途中で連系した設備についても頻度として見れば同程度にな
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っているということが言えております。 

 次にスライド15がオフラインのほうでございます。こちらも年度途中に連系した設備を

除けば抑制日数の差は１日以内であるということで、また年度途中で連系した設備につい

ても抑制頻度は同程度となっているということが評価できます。 

 これを踏まえましてスライド16及び17に検証結果をまとめてございます。 

 まず16のところでございます。３つの検証項目に照らし合わせて、まず１点目のところ

でございますが、出力抑制はあらかじめ定められた手続にのっとり電圧区分ごとに交替で

出力抑制がなされていたという点でございます。 

 それから２点目、同一ルール内の出力抑制日数ですが、先ほど申し上げましたように、

差が１日以内となっておりまして、年度途中から加わった発電設備も同程度の頻度で抑制

がなされていたと。また、出力抑制に従わなかった社というのがいらっしゃるわけなので

すけれども、次の回のタイミングでは指示に従っているということであるので、結果とし

て機会均等は保たれていたというふうに評価をしております。 

 スライド17です。３点目の検証項目になるのですけれども、各出力抑制ルール間の公平

性についてでございます。こちらにつきましても適用ルールごとに設備を分類して評価を

行いましたが、これにつきましても公平性は保たれているというふうに評価いたしました。

ルール改定に伴いまして年度後半はオンラインとオフラインそれぞれ別の管理を行うこと

となりましたが、オンラインはオフラインに比べて抑制日数は少なかったものの、オンラ

インにつきましては実需給２時間前までに抑制の判断を繰延べできるということがござい

ますので、こうした差が公平性を損なうものとはなっていないというふうに考えておりま

す。 

 スライドの18以降のところにつきましては、月別の表になっておりますけれども、各日

ごとの抑制実績について記しておりますが、こちらについての説明は省略をさせていただ

きます。 

 広域機関からの説明は以上でございます。 

○荻本座長 

 どうもありがとうございました。 

 事務局、九州電力送配電、広域機関ということで御説明をいただきました。 

 これから質疑に入りたいと思います。御意見、御質問等ありましたらミュートを解除の

上、御自身の手を挙げて声をかけていただきますようお願いします。私がちゃんと選べる

かどうかというのは若干、今からなんですけれども、順次指名をさせていただきます。 

 それでは、まず委員の先生方、御質問、御意見等あればお願いいたします。 

 馬場先生、お願いします。 

○馬場委員 

 ありがとうございます。資料の説明どうもありがとうございました。 

 まず最初、資料１、３つ大きな課題がありましたが、代理制御につきましてはそういっ
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た形でできればいいのではないかと思います。ただ、代理で制御する方のほうが損をする

ということはあまりいいことではないので、そういうことがないようにうまく制度等をつ

くっていただくとよいのではないかというふうに思いました。 

 続きまして、上げＤＲの件なのですけれども、こちらも非常に有効に使えれば再生可能

エネルギー電源の導入に資する、そういった制度ではないかなというふうに思います。今

回、基本料金についてお話がありましたけれども、大きな系統増強を必要としない自家発

補給契約分とかそういった中でのＤＲであれば、基本料金の増加というものを免除すると

いうようなことというのもありではないのかなというふうに思いました。 

 それから３つ目の指定電気事業者制度の見直しについてですけれども、こちらのほうも

早期に無制限無補償ルールに全ての送配電事業者の管内を入れるというふうにするべきで

はないかなというふうに思います。今までの経験から指定電気事業者への指定というのが

遅れると、やはり制御可能なＰＶとかウインドタービンかそういったものが減ってきてな

かなか運用が難しくなってくるし、さらに後から参入してくるそういった再生可能エネル

ギーの事業者の負担というものが増えてきて導入促進の阻害になるというようなこともあ

ると思いますので、ぜひこれは早めに検討するべきではないかなというふうに思いました。 

 それから続きまして、資料２のほうで九州電力送配電様より御説明いただきました内容

でございますけれども、オンラインとオフライン、２つのグループに分けて制御日数とい

うものを平均的に出していただいた中で、グループ内での差というのはやっぱり１日なの

でＯＣＣＴＯ様のほうの説明の資料にあったように、特にそういった意味では不公平性と

いうことで問題はなかったのではないかなというふうに思います。 

 特に運用を変更した後のオフラインとオンラインの制御日数は倍ぐらい違うということ

なのですけれども、オンライン制御のほうが制御の回数が少ないということで、ぜひそう

いった意味でもオンライン制御というのは非常に有効な手法ではないかなと思いますので、

御説明の中でも言及がありましたとおり、オンライン化について理解を事業者様にも深め

ていただいて、ぜひ割合を増やしていくというようなことをやっていただければなという

ふうに思います。 

 一方、資料を拝見するとオフラインの事業者の制御日数というのが二十何日ということ

で30日に近づいているというようなことになっています。オフラインの中には指定ルール

の方もいらっしゃるかと思うのですけれども、大多数がやはり旧ルールの方なのではない

かなというふうに思います。それとオフラインの制御日数というのが30日になると、また

指定ルールの方の負担がどんどん増えていったり、運用が結構難しくなるというようなこ

と、そういったようなことも懸念されるので、ぜひ先ほどから申しているとおり、オンラ

イン化というものを進めていくべきではないかなというふうに思います。 

 最後に、新しいアンサンブル予測手法などさらなる制御量の低減の手法ということにチ

ャレンジされるということなので、ぜひそういったようなことも導入していただいて知見

を積んでいただき、より制御量が少なく有効に再エネの運用ができるような、そういった
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ルールというか運用方法というものをつくり上げていただければなというふうに思いまし

た。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 ただいまの馬場先生のほうからお答えは取りあえずなくてよろしいでしょうか。 

○馬場委員 

 特にはなくていいと思います。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 それでは、続けて委員の先生方、御意見、御質問あればお願いしたいと思います。 

 大山先生、お願いします。 

○大山委員 

 ありがとうございます。聞こえますでしょうか。 

○荻本座長 

 はい。 

○大山委員 

 馬場先生にいろいろおっしゃっていただいたので補足ということだけですけれども、一

番気になったのは、中三社の算定結果なんですけれども、もともと馬場先生もおっしゃっ

ていたように、早期に無制限無補償に移るというのが望ましいというように思っていて、

まだまだ中三社は余裕があるから、まだすぐには移行しないのかと思っていたら、算定結

果を見たら東京さんなんかはかなりきつい状況になっていると。だから、私の感想として

はもっと前に算定結果を出してほしかったなというのがあります。早急に検討して無制限

無補償にどんどん移っていく必要があるんだろうなというふうに思いました。 

 それから、そんなところなんですけれども、１点だけ最初のところのオンライン代理制

御なんですけれども、オンラインのほうの逸失電力量というのはスマートメーターが入る

までは推定値ですよという話でしたけれども、スマートメーターが入っても測れるのは実

際に出している量だけで逸失電力量はどうやって測るのかなというのがちょっと気になり

ました。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 ただいまの測り方ということは御質問だと思うんですが、事務局のほうから現時点で何

かご説明できればお願いします。 

○小川電力基盤整備課長 

 小川です。 
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 今のスマートメーターをつけても逸失の部分は測れないのではないかというお話はおっ

しゃるとおり、そこの時間から発電されたというのは測れないかもしれないなというのは

思っていますが、具体的な算定のところはよく検討したいと思います。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 継続検討ということでよろしくお願いしたいと思います。 

 ほかの先生方、いかがでしょうか。既に御発言いただいた先生方でも当然結構です。 

 お願いします、岩船委員。 

○岩船委員 

 ありがとうございます。 

 私も馬場委員にほとんど言っていただいたと思うんですけれども、基本的には我々が目

指すべき方向としては運用がしやすいことと、あとは無駄にたかれる燃料を減らす、それ

がＣＯ２削減にもつながりますし、あとは系統の負担が拡大しないことというのもあるか

なと思うんですけれども、そういう意味で今回整理していただいたことは全て合理的かと

思いました。オンライン代理制御は整理していただいたように進めていただきたいと思い

ました。 

 ２点目の自家発を減らして再エネ利用が増えるというのは、確かに途中の整理でもあり

ましたけれども、足元のＦＩＴ負担というのは少しはあるとは思うんですけれども、長期

的に見れば限界費用ゼロの再エネを活用することにつながりますので、そこでわざわざ自

家発をたくというのはやはりおかしい話なので、契約電力の超過の問題がそれをする妨げ

になるようであれば、そこの制度を改正していただくというのは非常に合理的かと思いま

すので、早急に進めてほしいなと思いました。 

 あとは中三社、無制限無補償ルールの適用というのも運用がしやすくなるという観点も

ございますので、なるべく統一したルールで運用できるのが望ましいと思いますので、進

めていただきたいと思いました。 

 九電さんの様々な制御量を減らすための御努力も引き続き続けていただいて、いろんな

知見をためていただいて、他社さんにも展開していただければいいかなと思いました。 

 ＯＣＣＴＯさんの分析、公平性に関する検討もよく分かりました。 

 以上です。 

○荻本座長 

 どうもありがとうございました。 

 ほかにいかがでしょうか。もしよろしければオブザーバーの方も。 

 松村委員ですか。お願いします。 

○松村委員 

 今回の御提案、事務局案は全て合理的だと思いますので、全て支持します。というか、

ずっと長いことこうしてほしいと言ってきたことが具体的に動き出したということだと思
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います。指定電気事業者については枠に到達する前にそちらに移行すべきだということは

ずっと前から言ってきたとはいえ、これはこの委員会及びほかの委員会で否定されたこと、

その時点で否定されたことなので、このタイミングまで延びてしまったのはやむを得なか

ったと思います。 

 それで、上げのＤＲに関して、ここの御提案は合理的だと思うのですが、まずこれは上

げのＤＲと呼ぶのに値するものなのかは疑問。本来社会的に限界費用がゼロになる可能性

の高い状況下で、消費するのに高い電気代を負担するのはそもそも非合理的じゃないのに

もかかわらず、いろんな制度的な歪みによって高い価格になっているのを、今回少しだけ

補正するということ。 

 事務局の説明でもあったように、本来は価格が下がって自然体に社会的限界費用の低い

ときには消費が増えるのが望ましいのだけれども、そのために大きな障害になっているの

が託送料金の体系の問題、再エネ賦課金の問題、それから小売市場の問題。いろんな問題

がある中で、一番手のつけやすい託送料金の中のごく一部を今回補正した。本来著しく不

利になっているものを、少しだけ不利さ加減を除いたというだけで、促進するというもの

ではないと思います。 

 ただ一方で、今回の対象が、自然体でそうなるという、価格が低くなって促進されるの

が正しいもので、それを超えて制度的に何か担保して促進するほど価値のあるものかはか

なり疑問。タイミングがスポット市場の前。そうするとそこで決めるものはどれぐらい価

値が高いのかというと、少なくとも調整力だとかの観点から見て、そんなに価値の高いも

のではない。一つ間違うと、ここで消費量がすごく増えた結果として、三次調整力②の調

達量を増やさなければならなくなることだって原理的にはあり得るので、手放しに促進す

るようなものではない。 

 本当はもっと価値の高いもの、つまりもっと直前に予想したとおりに太陽光が照ること

が分かった後で消費量が増やせる。あるいは消費量を増やすつもりだったけれども、当て

が外れて照らなかったときには消費量を戻せる類いのもののほうが価値ははるかに高く、

そういうものを優遇することをこれから考えていかなければいけないし、この程度の上げ

のＤＲで優遇を強くし過ぎると、そちらの本当に価値の高いものに誘導するためには、と

んでもなく高い価格を払わなければいけなくなることにもなりかねないので、今回のよう

なライン、つまり著しく不利になっているものを除くということを今後も地道に努力を続

けるという程度で十分だと思います。 

 その点で事務局の提案はとても合理的だと思います。話がまとまっていなくて申し訳あ

りませんが、事務局も御指摘のとおり、まだ合理的な消費の水準には到達していない。ま

だ残された託送の改革だとかほかの課題が残っているということはぜひ御認識の上、そち

らでも改革が進むことを期待しています。 

 九州電力の取組は高く評価すべきだと思います。これについても既に表明されたものは

ベストであるとは限らないので、今後も努力していただきたいとお願いして、それに対し
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て誠実な努力が見られた結果のご報告だと思います。こういう格好で公開でこういうやり

方を考えているということを示していただいたので、仮に失敗して制御量がむしろ増える

ことになったとしても、もちろんそうなれば当然また考え直すと思うのですけれども、決

して不誠実なことをしているわけではなく、合理的に考えた結果だということが明らかに

なったと思いますので、今回の取組も、それから取組をあらかじめ公表してくださったと

いうことも、どちらも高く評価されるべきだと思います。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ただいまの御発言、上げＤＲについてはそれ自体はよいとして、もう少し広めに考えて

将来どういうふうな進め方があるかというのをもう少しという御意見だったと思いますが、

事務局からいかがでしょうか。 

○小川電力基盤整備課長 

 ありがとうございます。 

 先生から御指摘いただいた点、なかなか時間もかかっているところでありますけれども、

しっかり検討していきたいと思います。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、そのほかオブザーバーの方も含めて御意見、御質問をお願いします。 

○鈴木（聡）オブザーバー 

 太陽光発電協会鈴木でございます。 

○荻本座長 

 鈴木様、お願いします。 

○鈴木（聡）オブザーバー 

 ありがとうございます。太陽光発電協会鈴木でございます。 

 まず、オンライン代理制御についてでございますが、こちらにつきましては事業者にと

りましても事業収益に直結した話でございます。その中で事業者にとってもメリットがあ

り、公平であることが十分理解できるようにぜひ丁寧な御説明をお願いしたいと考えてお

ります。また、ＦＩＴの電源がこういった代理制御の対象になるということについての考

え方、あるいはその際の非化石価値の取扱いなど今後とも考慮していくべき点もあるかと

思いますので、この点については丁寧な検討が引き続き必要ではないかと考えております。 

 それから、実発電量をベースとしたより公平なスキームといいますか、そういった方向

への移行につきましても、時間的なスケジュールなどもお示しいただきながら、そのよう

な方向へ移行するというところもお示しいただきたいと考えております。 

 そして、指定電気事業者の制度についてでございますが、中三社におきましても将来に

おきましてはこういった指定電気事業者に指定されるということは想定されてきたことで



16 

はあるかと思いますが事業者にとりましては事業予見性の観点から非常に影響がございま

すので、こちらのほうにつきましても丁寧な説明と十分な周知期間をぜひお願いしたいと

考えております。 

 事業予見性の観点では出力抑制量が将来どうなるかの見通しというのも必要でございま

すし、この辺につきましても、各送配電事業者様による前広なシミュレーション結果など

も含む情報が、公開を進められていくことを期待しております。そして、住宅用につきま

してですが、住宅に関しましても今回の変更の対象になるものと理解しておりますけれど

も、これまでと同様に十分な御配慮を継続していただきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 要望というのも述べていただいたわけなんですが、今の御発言の内容につきまして何か

お答えまたはコメントあればお願いします。 

○小川電力基盤整備課長 

 事務局ですけれども、御指摘の点、しっかり踏まえて進めていきたいと思います。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

○松野オブザーバー 

 電気事業連合会ですが。 

○荻本座長 

 どうぞ。 

○松野オブザーバー 

 電気事業連合会の送配電網協議会設立準備室の松野と申します。発言の機会をいただい

てありがとうございます。 

 私からは一般送配電として再エネ出力制御の高度化に向けました対応について１点コメ

ントをさせていただきます。 

 オンライン代理制御につきましてですが、2022年早期の実施を目指すということが記載

されておりましたが、残された期間が十分長いというわけではない中で、我々としてもで

きる範囲で対応させていただきたいと考えております。また、実施に向けましては電力シ

ステム改革に伴います様々な制度変更、そしてそれに伴う他のシステムの対応といったこ

とが輻輳することもありますので、システム構築に要する期間への御配慮、あるいは発電

事業者との円滑な対応に向けたバックアップをぜひとも国のほうにはお願いしたいと考え

ております。 

 以上でございます。 
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○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 若干システム構築は時間がかかるということですけれども、この点についてはいかがで

しょうか。よろしいですか。 

 私、思いますにスマートメーターの整備のスケジュールというのが入ってきます。シス

テムの構築が遅れるとそちらが先に来てしまう。その場合どうするんだろうと、またそう

いうことも起こってまいりますので、システム整備はぜひ機動的に進めていただければと

思います。 

 ほか、いかがでしょうか。 

○鈴木（和）オブザーバー 

 すみません、風力発電協会の同じく鈴木といいますが、よろしいですか。 

○荻本座長 

 風力発電協会鈴木様、お願いいたします。 

○鈴木（和）オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 まずオンライン化の話なんですが、風力発電協会としてもこれまで30日ルールから720

時間ルールへの変更を推進してきました。さらにオンライン化について、各事業者さんの

ほうに推進をしておりますが、具体的に個別の現場での協議になりますと、先ほど九電さ

んのほうからの出力制御の見通しの検討結果及び検討のお話がございましたが、具体的に

地元の発電事業者さんが交渉する営業所さんというか、九電さんの出先の部分とのお話合

いの中で、オンライン化のメリットが具体的になかなか見えにくいという状況がございま

して、発電協会のほうとしても個別にそういうメリットをさらにいわゆるオンライン化に

よるメリット、それからＪＷＰＡも御提案しました部分一律制御というところのメリット、

それをお話はしております。 

 これのスケジュール感としてまず全体、特高連系事業者さんが対象ですが、全体がオン

ライン化しないと具体的な運用になかなか入れないというお話だったかと思うんですが、

オンライン化するメリットと目標というかスケジュール的な目標をこの辺で置いています

というのを各出先の営業所と実際の事業者さんとの間でお話しされるところまで、できれ

ば設定いただければありがたいなという要望でございます。 

 それからもう１点は、先ほどの九州電力さんのほうの御説明の中のパワーポイントの右

上９ページのところに、今後の確率論的手法のアンサンブル予測を進めますよということ

の中に３番目のポツに、「以上から、オフライン制御量低減に」よって云々ということを

書いておりますので、これはあまり強調するとなかなかオンラインが進まなくなる可能性

もちょっとあるので、全体として制御量が抑制できるんですよというメッセージに進めて

いただければありがたいなと思っております。 

 以上です。 
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○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 １点目はオンラインにすること、または一律部分制御にすることのメリットを見える化

してほしいというような要望だったと思いますが、この点についてはいかがでしょうか。

ただ、事務局が直接やられるわけではないと思いますが。 

 例えば九州電力さんのほうでそのような要望があれば計算で示すということはできるよ

うなことでしょうか。 

○九州電力送配電・井筒系統技術本部（系統運用）部長 

 九州電力送配電井筒でございます。 

 以前の系統ワーキンググループの中でも事務局のほうから試算といいますか、例えば

1,000キロワットのときであれば40万円程度のメリットがございますといった資料が出て

おりまして、我々もそれに基づき現在ダイレクトメール等を用いましてオンライン化の有

効性を説明しているところでございます。 

 現在、特高のほうは設置主体にオンライン化に切り替えたのが容量ベースで約３割、た

だＰＣＳの取替えの際には前向きにオンライン化しますといっていただいている事業者が

おりまして、大体７割程度切替えの予定。高圧のほうも大分進んでおりまして、現在のと

ころ約２割程度はオンライン化が進んでいるという状況でございまして、なかなか明確に

先々までメリットを保証できないので難しいのではありますが、対話の中でメリットを説

明しまして、ある程度理解は進んできているのではないかなと考えているところでござい

ます。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 鈴木様、いかがでしょうか。 

○鈴木（和）オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 なかなか具体的な話を、我々協会としても各事業者さんのほうにお話しさせていただい

ているんですが、個別になかなかまだ制御量がそんなに増えていないという中で、昔の以

前の発電量に比べて輪番停止で、今止まっている中で、収入減という中でオンライン化の

ほうの費用の工面がなかなか進まないというところでのオンライン化工事が進んでいない

という事業者様も見られるもので、ぜひ電力さんのほうの窓口さんのほうからもそういう

意味で進めるような推奨するような流れをつくってお話しいただければと考えております。

ありがとうございました。 

○荻本座長 

 どうもありがとうございました。 

 あと２点目のオフラインでもメリットあるというように読めるという資料については、
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全体的にはそういう趣旨ではないとは思うんですけれども、誤解のないように可能であれ

ば修正案も考えていただければと思います。 

 ほか、いかがでしょうか。 

○鈴木（和）オブザーバー 

 ありがとうございます。 

○荻本座長 

 よろしいでしょうか。 

 では、続きまして北海道電力ネットワークから資料４の説明をお願いいたします。 

 

【資料４】 北海道３エリア電源接続案件募集プロセス増強工事検討結果ほかについて 

［北海道電力ネットワーク］ 

○北海道電力ネットワーク・米岡工務部部長 

 北海道ネットワークの米岡でございます。資料４に沿って御説明いたします。 

 昨年10月に開催された第23回系統ワーキンググループにおいて、北海道３エリアの募集

プロセスの工事費及び工期をお示しし、その後内容の精査を実施した結果、道東及び苫小

牧エリアにおいて工事費、工期が増える可能性があることを３月に書面開催した第25回系

統ワーキンググループにおいてお知らせしました。今回、精査結果を取りまとめましたの

で、その結果を御報告するとともに、最後に大規模風力発電の出力変動対策について御説

明いたします。 

 ３ページを御覧ください。道南エリアについては工事費、工期共に第23回系統ワーキン

ググループで御報告した内容と大きく変更はございませんでした。 

 次、５ページを御覧ください。道東エリアについては位相調整変圧器を設置する計画で

あった宇円別変電所の周辺に小規模な河川があることを確認したため、変電所に接続する

既設の送電線のルートを一部変更し、工事費が123億円程度、工期が７年と第23回系統ワ

ーキンググループの内容から増えております。 

 次に７ページを御覧ください。苫小牧エリアにおきましては275キロボルト送電線を新

設する案をお示ししましたが、当初図面上では分からなかった埋設物等がございまして、

西伊達変電所のレイアウトを見直す必要が生じました。また、送電線工事費の単価の見直

しにより、もともと150億から200億円程度と算定していた工事費が286億円と相当高くな

りました。 

 このため、８ページのように既設187キロボルト室蘭西幹線を増強する案を検討しまし

たが、それでも工事費は278億円と若干の低減にとどまりました。 

 道東及び苫小牧エリアにおいて第23回系統ワーキンググループで御報告した工事費より

増額となってしまいおわび申し上げます。 

 最後に11ページを御覧ください。大規模風力発電の出力変動対策ですが、当社はサイト

規模が数十万キロワット以上の大規模風力発電の接続検討申込みを多数お受けしておりま
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す。これらの出力変動対策として60万キロワットを募集した系統側蓄電池募集プロセスⅠ

期の残り分43.8万キロワット、これを適用する方針として募集方法等の詳細は関係各所と

も今後相談しながら引き続き検討してまいります。また、Ⅱ期分についてもⅠ期の実証結

果を踏まえてさらなる風力発電の導入拡大に向けて引き続き検討してまいります。 

 私からは以上でございます。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、事務局から資料５の説明をお願いいたします。 

 

【資料５】 基幹系統の設備形成の在り方について［事務局］ 

○小川電力基盤整備課長 

 それでは、資料５、基幹系等の設備形成の在り方についてを御覧いただければと思いま

す。 

 次のスライドに３点記しております。ノンファーム型接続の全国展開、北海道募集プロ

セス、そしてノンファーム型接続の課題ということで、直近の状況を踏まえて御報告、御

提案したいと思います。 

 次のスライド、３ページをお願いいたします。まず、ノンファーム型接続の全国展開に

ついてということでありまして、現在千葉方面で既に試行的に適用を行っておりますけれ

ども、今週13日に開催されました電力・ガス基本政策小委員会において、このノンファー

ム型接続、来年2021年中の全国展開を目指していくこととして、具体的なプロセスについ

ては再エネ大量導入小委員会において検討することとしております。また、ノンファーム

型接続の全国展開と同時に系統増強につきましてはマスタープランの議論において検討を

実施していく予定としております。こちらが１点目になります。 

 ２点目は次のスライド、今し方北海道電力ネットワークから御説明がありました募集プ

ロセスについてになりますけれども、昨年10月に募集プロセス、広域機関から公表されま

した。一方でということで、今し方御説明申し上げましたノンファーム型接続の全国展開

を進める方針を踏まえると、募集プロセスをそのまま進めるよりもノンファーム型接続を

先行的に適用することで早期かつ負担の少ない接続が可能となり得るというふうに考えて

おります。一方で、今の募集プロセスでは今し方の御報告にもありました一定の工期や費

用がかかることが明らかになったところであります。 

 こういった状況変化を踏まえまして、系統増強をすべきか否かについては電力広域機関

におけるマスタープランの議論において費用便益評価を行うこととし、同時に系統接続が

早期に可能となるようにノンファーム型接続の適用の検討を開始してはどうかと。その上

で募集プロセスの中止も含めて電力広域機関においてその扱いを検討してはどうかという

御提案になります。 

 続きまして、次のスライド、ノンファーム型接続の課題になります。ノンファーム型接
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続を行っても、後から接続した電源は送電線の混雑時には制御されるリスクが残るという

課題があります。また、大規模な再エネの潜在容量も多い系統では、将来的に多くの出力

制御が発生する可能性もあると考えています。 

 こうしたことも踏まえまして、今月、梶山経済産業大臣からは非効率な石炭火力のフェ

ードアウトという話とともに、本件につきましても再エネの導入の促進に向けて現行の先

着優先ルールの見直しの検討指示がありました。それを受けて今週開催されました電力・

ガスの小委員会におきまして議論が行われた上で、具体的な見直し、詳細検討は再エネ大

量導入ネットワーク小委員会において検討していくということになったところであります。

今後は必要に応じてこちらのワーキンググループにも御報告しながらさらに詳細検討を進

めていきたいというふうに考えております。 

 事務局からの御説明は以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの資料４と資料５に関しまして御議論をいただければと思います。

先ほどと同じですけれども、ミュートを外していただいて手を挙げていただいてお願いい

たします。いかがでしょうか。 

 大山委員、お願いします。 

○大山委員 

 基本政策小委でも議論があったということで、その場でも実は私、発言したんですけれ

ども、ノンファーム接続、これは系統を有効利用するということで短期的には非常に結構

だと思うんですけれども、長期的にノンファームで固定化するというのは問題があるよと

いうことで資料にも書いてありますけれども、かなり大きな問題があるかなと思っていま

す。先着優先のルール見直しはこれからやるけれどもノンファームを進めるというんじゃ

なくて、どういうふうにするかを決めてからノンファームの議論をしてほしいなというの

が私の気持ちです。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 全ての議論の内容がはっきりしないので、そういう御指摘がここでもあったという、そ

ういうことでよろしいでしょうか。 

○小川電力基盤整備課長 

 大山先生、ありがとうございます。 

 検討が同時に進んでいるところで順番、先に課題のところをしっかりというところは意

識しつつ検討を進めていきたいと思います。ありがとうございます。 

○大山委員 

 よろしくお願いします。 
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○荻本座長 

 どうもありがとうございました。 

 ほか、いかがでしょうか。 

○岩船委員 

 岩船です。 

○荻本座長 

 岩船委員、お願いします。 

○岩船委員 

 今の件なんですが、ノンファームを進めること、北海道の系統にも適用するのはいいと

思うんですけれども、それで募プロが停止するようなことになるということなんですか。

本当にその場合スムースに新しい発電所の開発が進むのかというのが少し懸念だったんで

すけれども、募プロは募プロとして進めつつノンファームと並行していくとか、そういう

方向は考えられていないんでしょうか。 

 あともう１点、軽い質問なんですが、これきっと前にも御説明あったと思うんですけれ

ども、時間がたっていて私、忘れているところがあるので、Ⅰ期の系統の電池つきの風力

の募プロがまだ未達になっている理由というのは何でしたっけというのを教えていただけ

ますか。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 １点目も事務局でよろしいですか。では、事務局から今の２点可能な範囲でお願いいた

します。 

○小川電力基盤整備課長 

 まず１点目は両方同時にノンファームと決まって募プロを止めるということの何か決め

るということでもないというふうに考えております。他方、両方並行してずっと進んでい

くかというと、そこはどこかで方向性が決まれば両方並行してではなくなるのかなという

ふうに考えておりますけれども、具体的ないつでというのは御提案のありましたとおり少

しこれから広域が検討していく中で方向性を定めていきたいというふうに思っております。 

 ２点目のほうは、現在の状況ということで今、分かる範囲で。 

○岩船委員 

 北電さんにお伺いしたほうが。 

○荻本座長 

 北海道さん、いかがでしょうか。 

○北海道電力ネットワーク・米岡工務部部長 

 北海道、米岡でございます。 

 ２点目なんですけれども、未達の理由につきまして、もともと募集に対して60万キロに
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対して60万キロの応募がなかったということと、それと応募があった後に辞退される事業

者様もいらっしゃったということで、理由については事業者様に直接聞いたわけではない

んですけれども、想定としましては今回の募集について一定の期限があったので、運開ま

での期限というものがございまして、それが厳しかったのかとか、あとそれからまさに今

回の話で募プロと同時にやらなければならないようなところにつきましては、募プロにつ

いても結構期限がございますので、それで厳しかったのかなと。今回御提案いただきまし

たノンファーム、こちらが制度として成立しますと、そういう方々でも割と入ってきやす

くなるのかなというふうに想定してございます。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 岩船委員、２つ目はよろしいでしょうか。 

○岩船委員 

 いいんですけれども、その場合、ノンファームで入る場合には電池って要らなくなるん

ですか。そこはどうなんですか。 

○荻本座長 

 北海道電力さん、いかがですか。 

○北海道電力ネットワーク・米岡工務部部長 

 北海道電力でございます。 

 電池につきましては出力変動に対して必要なものでございまして、今回の場合ノンファ

ームは熱容量に対して必要なものでございますので、電池については別物になります。 

○岩船委員 

 別というのは別に必要ということですか。 

○北海道電力ネットワーク・米岡工務部部長 

 そうでございます。 

○岩船委員 

 それは必要になるということですね。 

○北海道電力ネットワーク・米岡工務部部長 

 北海道ですけれども、よろしいでしょうか。 

 電池につきましては、風力発電の出力変動を吸収するために必要なものでございますの

で、今回ノンファーム接続のルールができたとしても必要になるものでございます。 

○岩船委員 

 ありがとうございます。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 １番目については先ほどの事務局よりの御説明では大量導入委員会等でも議論していく
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と。というか大量導入委員会で議論していくということですので、１番目のポイントもそ

ういうまた必要に応じて議論が進むという理解でよろしいでしょうか、事務局さん。 

○小川電力基盤整備課長 

 ありがとうございます。 

 荻本先生に御指摘いただきましたように、１ポツと３ポツ、ノンファーム型接続の全国

展開、あるいはノンファーム型接続の課題というところはおっしゃっていただいたように

再エネ大量導入委員会で検討していくことになります。一方で岩船先生から御指摘ありま

した北海道の募プロの扱いのところにつきましては、特にノンファームの適用の検討をし

ていく電力広域機関の検討の中で同じく議論されるものというふうに考えております。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございました。 

 それでは、後半の議論、委員先生方、オブザーバーの方含めていかがでしょうか。 

○松村委員 

 すみません、お願いします。 

○荻本座長 

 松村委員、お願いします。 

○松村委員 

 大山委員のお話にまた戻ってしまうのですけれども、私も全く同じ状況で小委にも出て

いて、小委でも言った、あるいはほかの委員会でも言ったことを、すみませんが繰り返さ

せていただきます。 

 このノンファーム型接続の全国への拡大はとてもいい方向なので、ぜひ進めていただき

たいし、それから先着優先も見直して、合理的な運用をしていくというのも、とてもいい

方向なのでぜひ進めていただきたい。それでぜひ一般論として考えていただきたいのです

けれども、今までは基本的には混雑がないのが原則だった。混雑がないのが原則で、そこ

まで投資するのが電力の常識だったかもしれないけれども、相当に異常なことを今までし

ていたということだと思います。 

 道路を思い浮かべてください。１年365日１日も１時間も混雑しないほどに道路投資す

るのが本当に効率的なのかと考えれば、一般的にはそうではないと思います。道路に関し

てもしそんなことをやったとしたら、どれだけコストがかかるか分からないということを

電気では平気でやってきたということ。 

 電力の需要がどんどん拡大し、ネットワークもどんどん増強していかなければいけない

時代、あるいは電力の制御がとても難しい時代であれば、それはやむを得ないことだった

のかもしれない。しかし今の時代にそんなものをそもそも維持していく、原則は混雑のな

いところまで投資する発想自体を改めていくことがとても重要だと思います。 

 その意味でノンファームの全国展開といっても、例えば原則は混雑しないところまで投
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資するのだけれども、どうしてもコストベネフィットの観点から見て、投資が正当化され

ないようなところに例外的にノンファームを認めていくという発想で本当にいいのか、そ

れを全国展開と呼んでもいいのかということも含めて、今後いろんな委員会できちんと考

えていただきたい。投資はこれからの時代いろんな意味で合理化していかないと、とても

もたないということを考えるべきだと思います。 

 その上で、したがって混雑が起こるのはごく当たり前のことだということ、それがどん

な系統でも最終的にはノンファーム接続が選択肢の一つになるということが当然のことと

して、その上でノンファーム接続の再エネが出力制御される、送電線の容量が足りない結

果として出力制御される局面で先着電源が優先されるのは、再エネの優遇だとかというこ

とを言う以前の段階で相当おかしな運用だと思います。 

 メリットオーダーを考えれば風力、太陽光のような限界費用がゼロの電源を抑制して、

それで限界費用が高い火力を抑制しないのはそもそも根本的におかしい。そういう合理的

な行動を取った、合理的な運用をした結果として、結果的に再エネの促進になるというこ

とだと思います。 

 この観点は絶対に落としてはいけないと思う。石炭火力をフェードアウトさせるために

取りあえず手っ取り早くできることを小さく始めて、その結果として先着優先の既得権益

が温存されるということに決してならないように、ちゃんと合理的な改革をスピード感を

持ってやることを願っていますし、この委員会で議論するものではないということはよく

分かっていますが、ほかの委員会でもぜひそういう方向に議論がいってほしい。 

 以上です。 

○荻本座長 

 どうもありがとうございました。 

 ほかいかがでしょうか。 

○都築オブザーバー 

 広域機関の都築ですが、発言お願いさせていただけますか。 

○荻本座長 

 お願いします。 

○都築オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 広域機関の都築でございます。 

 今までも事務局からの御説明であるとか、先生方のコメントの中にもありますように、

広域機関としては、マスタープラン検討の中で基幹系統の費用便益評価に関してしっかり

と検討を行っていき、ノンファーム接続を適用すべき系統というのを見定めていくという

ことになるというのが大きな流れだと思っています。 

 その場合に、例えば増強の話があるとして、どの順序でやるかによって所与となる前提

条件も異なってくるので、マスタープランの検討の中でと申し上げているのは、そういっ
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た個別の地点を考える上でも他の地点とか地域のことも、この際すべて棚卸して対応して

いくことが必要ではないかと考えております。 

 当然抑制量が多い場合には増強による便益が大きくなると、こういった場合には増強す

べきという評価や判断というのもあるかと考えております。 

 混雑の前提とか混雑管理を前提にした系統利用の在り方という点が大きな流れであると

思っていますし、私ども広域機関の検討においてもかなり基軸になるものだというふうに

考えております。 

 こうした中で、資料の中にありますように、「募集プロセスの中止も含めて電力広域機

関でその扱いを検討」とありますが、中止するか否かという判断についても考えてまいり

たいと考えています。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 ちょっと御趣旨がはっきりしなかったんですが、松村委員の指摘に対するお答えという

ことですか、今のは。 

○都築オブザーバー 

 よろしいですか。 

 事務局の資料のスライドの４というところがありますけれども、そこで広域機関につい

ての言及がありましたので、それを各委員の御発言も含めてコメントしたつもりです。 

○荻本座長 

 分かりました。 

 それでは、委員の先生方、オブザーバーの方を通して、このほかいかがでしょうか。非

常に重要な論点、必ずしもこの場で議論することではないけれどもというただし書がつい

ていますけれども、非常に重要な点が出ていると思っております。 

○鈴木（和）オブザーバー 

 すみません。風力発電協会の鈴木と申します。 

○荻本座長 

 お願いします。 

○鈴木（和）オブザーバー 

 よろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 ２つございまして、一つは先ほど岩船先生のほうから質問のあった件の蓄電池の募集枠

に対してなかなか導入が進まないという点に協会のほうからの見立てとしては、北海道電

力さんの資料にも載っているんですが、蓄電池のいわゆる一律負担金というのはキロワッ

ト約４万円、3.9万円なんです。これは結構な金額でございまして、実際のところは今、

これまでのＦＩＴの価格体系の中では何とか原価低減してやっていくという、１万キロと

いうよりは10万キロ規模であればそういうことが可能であったのではないかというふうに
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見ていました。 

 しかしながら、今度ＦＩＴからＦＩＰに代わっていく中で、あるいは価格を大幅に低減

していかなければいけないという中で、特定負担である蓄電池のキロワット４万円という

のはかなり重いのではないかというのが実際のところかと考えています。ですから、特定

負担の部分をもう一度考え直していただくことがあれば、少し導入が進むのではないかな

というふうに見ております。 

 それからもう１点目は、事務局さんの資料のノンファーム接続の全国展開についてでご

ざいます。これは実は、ほかのところのエリアでも募集プロセスやっているんですが、結

局いわゆる基幹送電線系統の整備というのは約10年近くかかるものですから、それまでの

間に連系した事業者が、いわゆる暫定連系ということで出力抑制の見通し、予見性を結構

高めなければいけないという課題になっています。 

 もちろん風力発電協会のほうでも個別に検討は進めているんですが、実際の事業者さん

の運用ということになるとファイナンサーからの見立てというところが必要になるので、

比較的ほかの電源の将来見通しも含めてコンサバティブな考えにどうしてもならざるを得

ないところがあって、事業の予見性という意味ではなかなか厳しいというのが実態でござ

います。このために、今後ノンファームの全国展開ということになりますと、やっぱりそ

ういう意味での出力制御見通しの、一定の見通しであるとか精度であるとかというのが結

構要求される形になろうかなと思いますので、その点についても御配慮お願いできればと

いうことでございます。 

 以上です。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 １点目については、特定の場所ですので北海道さんから何かコメントございますか。大

分時間はたってきて状況も変わっている中でというのが大きいとは思いますけれども。 

○北海道電力ネットワーク・米岡工務部部長 

 北海道でございます。 

 費用負担方法につきましては、国のほうとも相談しながらそれぞれの系統蓄電池の設置

によって得られる利益、これを基に案分したものでございますので、今のところこのまま

ということで考えてございます。 

○荻本座長 

 ありがとうございます。 

 ２点目について、ノンファームの拡大はいいとして、その見通しというものを情報とし

て得られないのかという御指摘だったと思いますが、これ事務局、いかがでしょうか。何

かお考えがあればお願いします。 

○小川電力基盤整備課長 

 個別のところで言いますと、今度北海道のところについての広域機関での検討で行われ
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るようにしっかり見通しを示していくというのが重要と考えています。一方で全体という

ことで言いますと、既に大山委員、松村委員から御指摘いただいたところと同じと思って

おりまして、暫定のノンファームと暫定連系という状況をそのまま放置するのではなくて

むしろ抜本見直し、連系線の利用ルールの、そちらのほうをしっかりした上でのノンファ

ームの全国展開でないと見通しがよく分からないというところにつながってくると思いま

すので、後者のほうしっかり取り組んでいきたいと思います。 

 以上です。 

○荻本座長 

 どうもありがとうございました。 

 ほかに御意見、御質問等ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 

3．閉会 

 

○荻本座長 

 それでは、本日の議題、前半・後半に分けて議論させていただきましたが、議論出尽く

したということなので、議論は終了させていただきたいと思います。 

 本日のワーキンググループでは出力制御の高度化や北海道の募集プロセスエリアにおけ

る基幹系統の設備形成の在り方について御議論をいただきました。オンライン代理制御、

上げＤＲの促進、指定電気事業者制度の見直しと、それぞれについて方向性はよいという

ことで賛同を得られたと思っております。その適用に向けた具体的な取組を進めていただ

くとともに、発電事業者等への適切な周知徹底を図っていただきたいというふうに考えま

す。また、これに関してさらに広い見地からも検討すべきという御意見も出ておりますの

で、これについても事務局で取り込んでいただいて徐々に議論を深めていきたいと思って

おります。よろしくお願いします。 

 それから、北海道の募集プロセスエリアにおける基幹系統の設備形成の在り方について

は、基本的な方向性について賛同が得られたと思いますので、系統接続が早期に可能にな

るようにノンファーム型接続の適用の検討を開始いただくようにお願いいたします。さら

に広い分野についても他の委員会との連携をして進めていきたいと思っております。 

 ということで、本日は大変熱心な御議論をいただきありがとうございました。初めて私、

ネット上で座長をさせていただきましてなかなか難しかったですけれども、無事に皆様の

御協力のおかげで終わったと思います。本日はありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして第26回系統ワーキンググループを閉会いたします。ありが

とうございました。 

○小川電力基盤整備課長 

 荻本先生、どうもありがとうございました。 

－了－ 
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お問合せ先 

資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課 

電話：03-3501-4031 

FAX：03-3501-1365 


